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日本通運は2月22日、完全子会社の日通

自動車学校が手がける自動車教習事業を、

同業他社のマジオネットへ譲渡すると発表

しました。同時に、日通自動車学校労組に

も同日に発表がありました。

今回の事業譲渡は、日通本体が進める事

業の選択と集中の一環として実施するもの

で、連結子会社の日通旅行とエヌ・ティー・

エス（NTS）も３月末で解散すると発表し

ています。

自動車学校の事業譲渡は、日通が今回の

事業譲渡のために新会社の杉並自動車学校

を新設し、日通自動車学校が吸収分割によっ

て自動車教習事業に関する権利義務を杉並

自動車学校に承継させた後、杉並自動車学

校の全株式をマジオネットへ譲渡するとい

うもの。

自動車教習事業の吸収分割と株式譲渡の

実施予定日は、3月31日。日通自動車学校

は、7月中に清算する予定としています。

過去、企業譲渡を理由に職員の賃金･労

働条件が一方的に引き下げられたり、組合

弱体化攻撃が仕掛けられ、ストライキや法

廷闘争などの争議になった事例が多くある

ことから、日通労組と共闘会議、共同セン

ターに加盟する全国の自教労働者が様々な

情報交換を行うことにしました。

また、３月５日には江東総合法律事務所

で関係弁護士と企業譲渡にからむ関係法令

や判例などを協議し、具体的な対策を意思

統一しました。

また、東自教労組は執行委員会で日通労

組の運動を支援していくことを確認し、共

同センター幹事会でも運動の支援を確認し

ました。

さらに、３月４日に開催した東自教労組

の第２５回中央委員会に来賓で参加してい

た日本共産党・前衆議院議員の池内さおり

さんからも激励の言葉を貰いました。

日通労組は、日通本社やマジオネットに

対して「会社分割に伴う労働契約の承継等

に関する法律（労働契約承継法）」など関

係法令を遵守し、労働協約の確実な承継を

実施させる運動に取り組むと同時に、納得

のいかない労働条件の引き下げなどには断

固闘っていくことを表明しています。
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２月27日、中央支部は職場で２１春闘方

針学習会を開催しました。講師となった本

部の熊谷委員長は「休業補償、秋闘・年末

一時金など日頃の奮闘に感謝するとともに、

２１春闘でも他支部の牽引役になるような

回答を引き出し、組合員の生活改善を果た

してほしい」と方針提起しました。

約１時間半の学習会で方針等は満場一致

で確認されました。

新型コロナウイルスの感染拡大のもと、緊急事態宣言が発出され不要不急の外出自粛が要請

されている中、自教業界では多くの職場が繁忙期を迎えていますが、私たち自教労働者は、指

定自動車教習所・学校の運営という社会機能を維持する為に感染リスクを負いながらも通常通

り働いています。それに加え「自らが感染しない・教習生や職員に感染させない」ために、体

調管理や行動自粛、消毒作業の徹底など例年以上の努力を重ねていることから労働力の価値が

上がっているといえます。そのことからも、働く価値に見合った賃金水準に引き上げる事が大

変重要と考えています。

本年四月一日には同一労働同一賃金が中小企業にも適用され、さらに、七〇歳までの就労確

保が努力義務化されます。東自教と共闘労組は組合員の声も高まっていることから、継続雇用

者の待遇差の解消と六五歳定年への引き上げを要求の基軸に取り組んでいくことを決定しまし

た。コロナ渦という厳しい情勢だからこそ、労使が真摯な交渉を実施し納得の上で職場運営を

行っていく必要があると考えています。

貴社におかれましては、統一要求の趣旨を理解され、組合員の切実な要求である左記統一要

求の円満解決を図られるよう要求致します。

一、全ての自教労働者に一〇〇〇〇円以上の賃上げを行うこと。

二、継続雇用者の賃金・労働条件を改善すること。

三、定年を年金満額支給開始年齢に引き上げること。

四、初任給を引き上げること。

五、七〇歳までの就業機会確保措置を講じること。

六、新型コロナウイルスワクチン接種を希望する職員に対して特別休暇を付与すること。

七、年間一時金として平均一五〇万円以上を支給すること。配分は夏期分四五％、冬期分

五五％とし、夏期分は七月七日、冬期分は一二月八日までに支給すること。

八、その他、別紙による各支部ごとの要求を解決すること。

九、右要求について三月二五日に団体交渉を行い回答すること。


